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１　はじめに

沖縄県は、年間を通じて温暖な気候に恵まれており、プロ野球キャンプをはじめ、スポーツ
合宿・キャンプ地として高いニーズがあります。このようなニーズを背景に、沖縄観光の新た
な魅力の創出や着地型観光の拡充等を図るため、沖縄県は、2010年からスポーツツーリズム
関連事業に取組んでいます。2015年には「沖縄県スポーツコンベション誘致戦略」を策定し、
スポーツコンベンションの拡大発展と、競技スポーツ・生涯スポーツ・スポーツコンベンショ
ンの一体的推進と県内への競技・合宿などの誘致・受入推進組織として、「スポーツコミッショ
ン沖縄」の活動が始まりました。
このようなスポーツコンベンション誘致戦略の一環として、沖縄県サッカーキャンプ誘致戦
略推進事業が実施されており、平成30年の１月から３月の間に、Ｊリーグや海外のクラブチー
ムを含め、全24チームが沖縄県内各地でキャンプを実施しました。当研究所では、沖縄県及
びサッカーキャンプ誘致戦略推進事業共同企業体、沖縄ＳＶ株式会社の関係機関から協力をい
ただき、沖縄サッカーキャンプ2018の経済波及効果について調査結果を報告します。

２　サッカーキャンプ誘致戦略の推進

本県は、プロ野球のキャンプ地として、全国的にも認知されており、キャンプの受入地であ
る県内各市町村の知名度も全国的に知られるようになっています。また、プロ野球キャンプの
受け入れは、沖縄県や各市町村、県内各団体の誘致経験として多くのノウハウが蓄積されてい
ます。最近では、韓国や中国、台湾などのプロ野球の参加もみられるようになってきました。
温暖な気候とともに充実した施設の整備が、プロ野球チームの集積効果を生み出し、沖縄は東
アジア圏内においても代表的な野球キャンプ地となっています。
東京オリンピックを控え、沖縄においてスポーツツーリズムを推進するため、沖縄県は
2011年に「スポーツツーリズム戦略推進事業」をスタートし、2015年に「沖縄県スポーツ
コンベンション誘致戦略」を策定、同年「スポーツコミッション沖縄」が本格稼働しました。
このような潮流を背景に、日本におけるプロスポーツとして野球に次いで大きな位置を占める
サッカーについても誘致戦略を本格化させるべくスタートしたのが「沖縄サッカーキャンプ誘
致戦略推進事業」です。

沖縄サッカーキャンプ2018の経済波及効果
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沖縄県は温暖な気候や観光地としての魅力がクローズアップされがちですが、本格的なサッ
カーキャンプを実施するには、グラウンドにおける芝の質の悪さ等がネックとなっていました。
2012年以降、県は『芝人（しばんちゅ）養成事業』を進め、グラウンド整備の専門家を育成し、
質の高いサッカーグラウンド整備に取り組んでおり、近年その成果として、県外のサッカー関
係者からも注目されるようになっています。

３　沖縄サッカーキャンプ2018の成果

2018年１月から３月の間に沖縄県内においてサッカーキャンプを実施したクラブ・団体は
全24チームとなりました。内訳はＦＣ東京などのＪリーグクラブチームは、Ｊ1 が11チーム、
Ｊ2	が６チームの17チームで、その他に海外のクラブチームや社会人・大学などが７チーム
となっています。

表１　沖縄キャンプ実施のJリーグ他クラブチーム等

クラブチーム キャンプ地 クラブチーム キャンプ地

Ｖ．ファーレン長崎 西原町民陸上競技場
西原町東崎サッカー場 大宮アルディージャ 沖縄県総合運動公園

ベガルタ仙台 糸満市西崎陸上競技場 東京ヴェルディ 西原町民陸上競技場

北海道コンサドーレ札幌 金武町陸上競技場 カマタマーレ讃岐 西原町東崎サッカー場

サガン鳥栖 読谷村陸上競技場 東京サンガＦ．Ｃ． 沖縄県総合運動公園

浦和レッズ 金武町フットボールセンター
八重瀬町東風平サッカー場 水戸ホーリーホック 金武町フットボールセンター

ＦＣ東京 かいぎんフィールド国頭
糸満市西崎陸上競技場 ヴァンラーレ八戸 本部町陸上競技場

横浜Ｆ・マリノス 石垣市サッカーパークあかんま 全北現代 恩納村赤間サッカー場

ガンバ大阪 中城村ごさまる陸上競技場
南城市陸上競技場 北京控股足球倶楽部

八重瀬町東風平サッカー場
八重瀬町具志頭陸上競技場
金武町陸上競技場

ヴィッセル神戸 読谷村残波岬ボールパーク ＩＮＡＣ神戸 南城市陸上競技場

川崎フロンターレ 沖縄県総合運動公園
中城村ごさまる陸上競技場 水原都市公社 読谷村陸上競技場

名古屋グランパス 南風原町黄金森運動公園 岐阜経済大学 西原町東崎サッカー場

ジェフユナイテッド市原 南城市陸上競技場 神戸親和女子大学 恩納村赤間サッカー場

資料出所：沖縄県文化観光スポーツ部
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これらのクラブチームの球団関係者、選手・スタッフや報道関係者は長期間にわたって県内
に滞在し、また、受入市町村においても関連事業の各種事業の実施、少年サッカー教室の開催、
ファンとの交流などをはじめ、県内各地のサッカー場への観覧客の参加など経済的な効果はも
ちろん文化・教育的な効果も高いものとなっています。以上より、サッカーキャンプ2018に
係る直接支出額の総計は、11億6,300万円と見積もられており、その内訳は次の表の通りと

なっています。

以上より、サッカーキャンプに係る直接支出額11億6，300万円が、県内における企業間の

取引を通じて、県内企業の経済活動による生産増加を生み出し、１次間接波及効果として４億

8，000万円の生産を誘発する。これに直接効果と１次間接波及効果によって発生した雇用者所

得により、家計部門における消費が発生し、これがさらに県内企業の経済活動による生産増加

を生み出し、２次間接波及効果として４億400万円の生産を誘発する。

４　沖縄県への経済波及効果について

経済効果の算出に当たっては、平成23年度沖縄県産業連関表公表用基本分類（行部門401
×列部門343）をベースに行部門列部門を調整したサッカーキャンプ分析用337部門表を生成
し、以下の手法により計算した。

表２　沖縄サッカーキャンプ2018の直接効果
単位：百万円

項　　　目 金　額 内　　　訳

選手・スタッフ、による支出 306 キャンプ経費（宿泊費、交通費、飲食費）、
その他の消費（選手･スタッフ個人消費）

観客、マスコミの消費支出 767 宿泊費、交通費、飲食費、土産・買物費、
娯楽・入場費

施設費、キャンプ受入自治体経費 90 施設使用料、受入事業経費等

合　　　計 1，163

資料出所：沖縄県文化観光スポーツ部
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これら直接効果、１次間接波及効果、２次間接波及効果の合計が経済効果の総額となり、総

合効果として20億4，700万円の経済波及効果が誘発される。このうち雇用者へ支払われる雇

用者所得は４億7，200万円となり、これより雇用誘発効果として194人の雇用が創出される。

◎経済波及効果の基本用語

経済波及とは、ある産業に対して生じた最終需要がその産業の生産を誘発し、これを起
点に、次々と他産業の生産を誘発することをいい、その生産誘発額は直接効果、第１次間
接効果、第２次間接効果の３段階に分かれている。

①　直接効果
　　新たな最終需要により生じる最初の生産増加額。
　　　　　（例）　		建設業に新たに需要が発生した場合、その分は直接建設業の生産増加

となる。

②　第１次間接波及効果
　　中間投入がもたらす関連産業への生産増加の波及。
　　　　　（例）　		直接効果に伴い、建設業に関連する産業の原材料やサービスの生産が

増加する。

③　第２次間接波及効果
雇用者所得の増加がもたらす新たな消費需要により誘発された生産額。
直接効果と第１次間接波及効果から粗付加価値が新たに増加し、そのうちの雇用者
所得も増加する。雇用者所得の増加は、新たな消費を誘発し、様々な産業の生産が誘
発される。

表３　沖縄サッカーキャンプ2018の経済波及効果総表
単位：百万円

経済効果
（生産誘発額）

雇 用 者
誘 発 数粗付加価値

誘発額 雇用者所得
誘発額

直接効果 1，163 613 337 －

１次間接波及効果 480 253 73 －

２次間接波及効果 404 213 62 －

合計（総合効果） 2，047 1，080 472 194

直接支出額（波及効果） （1．8倍）＝ 総合効果／直接効果



14 おきぎん調査月報　2018.7

図１　沖縄サッカーキャンプ2018の経済波及効果フロー図
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経済波及効果は沖縄県全域に及ぶものとして計算しますが、直接効果として需要の起点とな

るのは、サッカーキャンプ地となるグラウンドのある市町村と考えられます。ここでは、主要

なサッカーキャンプ場のあるサッカーキャンプ受け入れ事業を実施した13市町村で直接効果

が発生するものと仮定します。そのため、これらの市町村へはサッカーキャンプの経済誘発効

果として推計された20億4，700万円のうち68．3％の経済効果が分配されると考えられます。

※ＳＮＡ区分産業部門：
１ 農業、２ 林業、３ 水産業、４ 鉱業、５ 製造業、６ 建設業、７ 電気・ガス・
水道業、８ 卸売・小売業、９ 金融・保険業、10 不動産業、11 運輸業、12 情報通
信業、13 サービス業、14 政府サービス生産者、15 対家計民間非営利団体

５　沖縄県内市町村への経済波及効果について

沖縄県内では、市町村レベルの経済波及効果の分析に活用できる産業連関表については整備
されていないため、何らかの代替的な手法の活用が考えられます。本報告においては、「市町
村民所得統計」を用いた「地域シェア法」による市町村単位の経済波及効果を推計します。「地
域シェア法」は大平純彦・吉田泰治・中川俊彦「県表を用いた市町村における経済活動の計測
について」『産業連関』第９巻４号において提案された手法で、地域間表の整備されている北
海道で推計に用いられるなどの実績があります。
地域シェア法の基礎となる経済活動別市町村内純生産は、粗付加価値誘発額に相当しますが、
ここでは計算の簡便化のために、市町村別に分配する生産誘発効果として総効果を用いていま
す。そのため中間投入額、粗付加価値額と同一のシェアになると仮定します。計算は次の手順
になります。
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サッカーグラウンドの整備は沖縄県による芝人事業により大きく改善しており、Ｊリーグや

社会人、大学、海外のサッカーチームがこれら市町村においてキャンプを実施することで、観

光客の誘致や地域の知名度向上以外にも、地元の少年サッカークラブや中学・高校のサッカー

選手の技術向上やサッカー人口の増加にも寄与しており、経済的な側面以外に教育・文化・健

康などの地域にとって総合的な効果をもたらしているものと考えられます。

図２　市町村別経済波及効果（生産誘発額）
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表４　市町村別経済波及効果配分表

単位：万円
直接効果
のみ発地

間接１次
地域分配

間接２次
地域分配

総効果（粗付加
価値額除く）

総効果（粗付加
価値含む）

那覇市
宜野湾市
石垣市
浦添市
名護市
糸満市
沖縄市
豊見城市
うるま市
宮古島市
南城市
国頭村
大宜味村
東村
今帰仁村
本部町
恩納村
宜野座村
金武町
伊江村
読谷村
嘉手納町
北谷町
北中城村
中城村
西原町
与那原町
南風原町
渡嘉敷村
座間味村
粟国村
渡名喜村
南大東村
北大東村
伊平屋村
伊是名村
久米島町
八重瀬町
多良間村
竹富町
与那国町


